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「集落支援員」に関するアンケート調査概要

１

目的

対象

調査期間

調査項目

集落支援員に関する今後の検討に向けて、専任の集落支援員の具体的な活動内容等についてアンケート調査を実施

専任の集落支援員設置団体（令和５年度時点） ４県及び375市町村

回収率

令和６年11月１日～11月22日

全379団体から回答を得た（回収率100％）

１ 集落支援員の募集・採用時に求める資質、委嘱方法等
２ 「集落点検」、「話し合いの促進」、「集落の維持・活性化対策」の具体的な活動内容等
３ 集落支援員に対する研修の実施状況、集落支援員のネットワークの有無等
４ 集落支援員におけるデジタルツールの活用状況



集落支援員の募集時・採用時に重視する資質と募集の範囲

⚫ 集落支援員の募集時・採用時に重視する資質については、「人柄」が最も多く、次いで、「担当集落の状況への精通度」、「担当集落

内の人的ネットワーク」が多かった。

⚫ 集落支援員の募集範囲については、「特に制限はない」が最も多かった。

⇒ 各自治体においては、集落支援員の募集・採用に際し、担当集落の知識・人的つながり以上に、人柄を重視しており、地域住

民と良好な関係を築くことができる人材であることが重要であることが確認できた。

２

Q集落支援員の募集・採用時に求める資質として重視するもの【複数選択可】 Q集落支援員の募集の範囲について主に当てはまるもの



「話合いの促進」の実施方法・機会・頻度

⚫ 「集落支援員は、主に聞き役として住民の議論に参加」が最も多く、次いで「集落支援員は、議論の導入や気づきにつながる情報提供を
行うなど、住民同士の活発な議論につながる支援を実施（ファシリテーション）」が多かった。

⚫ 話合いの実施機会については、「自治会や地域運営組織など地域の各種団体の会合における話し合い」が最も多かった。
⚫ 話合いの頻度については、「概ね２か月に１回程度（年６回程度）」が最も多かった。

⇒ 話し合いにおいては、「傾聴」が重要な要素であることが伺える。また、地域運営組織など地域の各種団体との連携が重要である
ことが伺える。

３

   （   ）

   （   ）

  （   ）

  （  ）

              

集落支援員は、主に聞き役として住民の議論に参加

集落支援員は、議論の導入や気づきにつながる情報提供

を行うなど、住民同士の活発な議論につながる支援を実施

ㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤ（ファシリテーション）

集落支援員が  的に発 するなど議論を主導

 の 

   （   ）

   （   ）

   （   ）

  （  ）

                  

自治会や地域運営組織など地域の各種団体の

ㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤ会合における話合い

市町村が主 する会合における話合い

集落支援員が 自に ッテ ン した会合におけ

ㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤる話合い

 の 

   （   ）

   （   ）

  （   ）

  （   ）

           

概ね２ 月に１回程度（年６回程度）

概ね１ 月に１回程度（年１２回程度）

 の 

年１２回  多い

Q話合いの促進の実施方法について当てはまるもの【複数選択可】 Q話合いの実施機会について当てはまるもの【複数選択可】

Q話合いの実施頻度ついて当てはまるもの【複数選択可】



「集落点検」の実施方法

４

⚫ 集落点検の実施方法については、「地域の会合等における住民からの情報収集」が最も多く、次いで「集落（地域）内の巡回（パト
ロール）」、「個別訪問に るヒアリン 」が多くなっている。一方、「総務省作成の集落点検チェックシートを活用」、次いで、「地域の実情
に合わせて 自に作成した集落点検チェックシートを活用」、「集落点検結果の見える化（集落カルテの作成等）」は少ない。

⚫ ⇒ 住民からの聞き取りなどによる集落情報の収集が基本となっている。話合いなどの土台となる情報共有に有効なチェックシートの
活用など現場の実情を踏まえたノウハウを広めていく必要があるのではないか。

Q集落点検の実施方法について当てはまるもの【複数選択可】



見える化の例①（滋賀県甲賀市）

５

⚫ 国勢調査を基に、人口の推移等を ラフ化や地図化 ※地図化（下の右図）は、無料ツール（JSTAT）を活用



見える化の例②（新潟県魚沼市）

６

⚫ 年代別・男女別に日常的な交通手段を ラフ化して分析 ※中間支援法人の支援を受けて作成



見える化の例③（新潟県小千谷市）

７

⚫ 中学生以上の全住民を対象に実施したアンケート結果を分析し、ポイントをと まとめ ※市役所OBの集落支援員が作成



「集落の維持・活性化対策」の実施内容（集落支援員の担う機能）

８

⚫ 集落の維持・活性化対策については、「要望のと まとめ等」が最も多く、次いで、「行事やイベントの企画・実施支援」、「自治会など地

縁組織の活動支援」が多かった。

 ⇒ 地域おこし協力隊・民間団体との連携など、集落外の人材などとの連携・つなぎを行う等、集落外との連携・交流をもたらす取

組みも多く行われており、集落支援員が集落の内と外をつなぐ役割も担っていることが伺える。

また、地域運営組織の事務局となるなど、地域コミュニティ組織を支える重要な人材として活動していることが伺える。

Q集落の維持・活性化対策の実施内容について当てはまるもの【複数選択可】



集落支援員と地域運営組織の関係

９

⚫ 集落支援員と地域運営組織の関係については、「集落支援員が事務局長又は事務員である」、「事務局長（員）ではないが、集落

支援員が地域運営組織の会合等に参加している」、「事務局長（員）ではないが、集落支援員が地域運営組織の具体的な活動に

参加している」が同程度に多かった。

⚫ 活動拠点については、「本庁舎」が最も多く、次いで、「地域運営組織の事務所」、「支所、分庁舎」が多かった。

⇒ 多くの団体で、集落支援員が地域運営組織と密接に関わっていることが伺える。

※「 の 」は、地域運営組織がない、地域運営組織と情報交換を行っ
ている、今後、地域運営組織を形成予定が大半を占めた。集落支援員
が地域運営組織の形成支援を行っているという回答もあった。

いずれかを選
択した団体が
273団体
（72％）

   （   ）

   （   ）

   （   ）

   （   ）

  （   ）

  （   ）

              

本庁舎

地域運営組織の事務所

支所、分庁舎

 の 

 民 

地 の集会所

※「 の 」は、コミュニテ  ンター等の 共施設（廃校等の
 共施設であったものを含む）が過半数を占め、次いで、委
託法人の事務所や集落支援員の自宅が多かった。

Q集落支援員と地域運営組織の関係について当てはまるもの【複数選択可】 Q集落支援員の活動拠点について当てはまるもの【複数選択可】



集落支援員の委嘱方法

１０

⚫ 集落支援員の委嘱方法については、「会計年度任用職員として任用したうえで委嘱」が最も多かったが、団体・法人に委託して委嘱して
いるケースもある。

⚫ 委託のケースでは、受託法人が、マネジメント、研修・勉強会の実施など伴走支援を行っている例が見られた。また、集落支援員が会計
年度任用職員のケースでも、自治体がNPO法人への委託などに  研修・サポートを行っている例が見られた。

【NPO法人に委託している例】福島県田村市

➢ NPO法人と委託契約を締結
➢ 当該法人の職員に集落支援員
を委嘱

➢ NPO法人は、集落支援員の伴
走支援を実施
・研修・勉強会の実施
・定例打ち合わせの実施
・活動報告の作成

など

【地域運営組織に委託している例】滋賀県長浜市

➢ 地域運営組織と委託契約を締結
➢ 当該団体の事務局員に集落支
援員を委嘱

➢ 団体の活動と連携して集落支援
員の業務を実施

➢ 長浜市は、集落支援員の研修な
どを実施

【研修をNPO法人に委託している例】新潟県魚沼市

Q集落支援員の委嘱方法について当てはまるもの【複数選択可】

集落支援員

市

任用・委嘱

NPO法人

研修、サポート

委託契約

➢ 会計年度任用職員として任用
して集落支援員を委嘱

➢ 市は、NPO法人に委託して、集
落支援員への研修やサポートを
実施



集落支援員の研修機会

１１

集落支援員の研修機会については、
⚫ 「研修の機会を設けている」が半数程度であ 、研修機会の回数は、「年１～２回」が最も多かった。
⚫ 研修の実施主体は、「都道府県」が最も多かった。

 ⇒ 半数近くの自治体で集落支援員の研修の機会が確保できていないこと、また、研修の実施主体としては、都道府県の役割が
大きいことが伺える。いくつかの都道府県への聞き取りによると、集落支援員だけでなく、地域おこし協力隊など地域づくりを担う人
材を対象として研修を実施していた。

   （   ）

  （   ）

  （   ）

  （  ）

              

年１～２回

年３～５回

年５回以上

数年に１回

   （   ）

  （   ）

  （   ）

  （   ）

              

都道府県

市町村

国（総務省）

 の 

【都道府県実施の研修内容※聞き取 に る】
〇A県
➢ 地域運営組織の形成拡大をテーマに有識者に講演講演会などを実施。
➢ 集落支援員だけではなく、地域おこし協力隊やNPOの方なども対象。
〇B県
➢ 小さな拠点・RMOづく に必要なスキルを実践的に学習や同じ思いを持つ仲間との
交流会など

➢ 対象は、市町村職員、集落支援員、地域おこし協力隊、地域活動に取 組む住
民など

〇C県
➢ ２日間で行い、１日目はテーマに沿った有識者の講演、２日目はテーマに沿った
取組の現地視察。

➢ 対象は市町村職員、集落支援員、地域おこし協力隊で毎年30～40人が参加

Q集落支援員の研修機会について当てはまるもの

Q（研修機会を設けている場合）研修の実施主体について当てはまるもの  
【複数選択可】

Q（研修機会を設けている場合）研修機会の回数について当てはまるもの



自治体における研修の例①

１２

〇コミュニケーションや傾聴力などのスキルアップ研修（新潟県魚沼市）



自治体における研修の例②

〇集落支援員の基本的な内容、心構えや先進事例などについての研修会・勉強会（福島県田村市）

１３



集落支援員同士のネットワーク

１４

⚫ 集落支援員同士のネットワークについては、「集落支援員同士が情報交換等を行う機会やネットワークがある」が約６割であった。

⚫ ネットワークの範囲は、「同一市町村内」が最も多かったが、「同一都道府県内」は１割程度であった。

⚫ いくつかの都道府県への聞き取 に ると、都道府県主 の研修会がネットワーク形成の契機になっていた。

 ⇒ 協力隊など地域づくり人材と一体となった研修等を通じて、集落支援員そのほかの地域づくり人材のネットワーク化を進めていく

必要があるのではないか。

【都道府県単位でのネットワーク形成の経緯※聞き取 に る】
〇A県
➢ 年２回、県主 で情報交換会を開 。
➢  ループワークや意見交換会を実施。
〇B県
➢ 県内の近隣自治体が協定を結んで連携事業を行っている。
➢ 年１回の研修会では、集落支援員などが参加して有識者の講演会
や ループワークなどを行ってお 、 れを契機にネットワークが形成され
ている。

Q集落支援員同士のネットワークについて当てはまるもの Q（ネットワークがある場合）ネットワークの範囲について当てはまるもの【複数選択可】

〇新潟県魚沼市 〇福島県田村市

➢ 毎週、集落支援員、市役所職員
で打ち合わせ

➢ 週１回、集落支援員会議で情報共有
➢ 月１回、市役所と打ち合わせ



集落支援員のデジタルツールの利用状況

１５

⚫ 集落支援員のデジタルツールの利用状況については、「いずれも活用していない」が最も多く、次いで、「Instagram、facebook、X

（旧twitter）などのSNS」、「ホームページ、ブロ 」が多かった。

   （   ）

   （   ）

   （   ）

  （   ）

  （  ）

           

いずれも活用していない

         、        、 （旧       ）などの

ㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤㅤ   

ホームページ、ブロ 

    などの   会議システム

       などの動画  サー ス

Q集落支援員のデジタルツールの活用状況について当てはまるもの【複数選択可】


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16

